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■ 概 要

Ⅰ. 決算の状況

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、前年度比151億

円増加し、3,066億円となりました。また、一般貸倒引当金

繰入後の業務純益は、1,927億円となりました。

業務粗利益は、前年度比 38億円減少し、6,662億円と

なりました。これは、国内業務粗利益（国内店の円建取引）

が前年度比554億円増加した一方で、国際業務粗利益（国

内店の外貨建取引および海外店の取引）が前年度比593

億円減少したことによるものです。

１. 資金利益

資金利益は、前年度比12億円増加し5,054億円となりま

した。

国内業務部門では、資金運用勘定の平均残高が前年度

比2兆6,039億円の増加となったこと、および金利変動リス

クに備えたヘッジにかかるコストが減少したことなどにより、

前年度比312億円増益の3,815億円となりました。

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は3,066億円で前年

度比151億円の増益となりました。

一方で、盤石な財務体質を構築する観点から、以下の２

つの処理を進め、懸案の解決を図りました。

①まず、不良債権問題については、金融監督庁の「金融検

査マニュアル」や金融再生委員会より公表された「資本

増強に当たっての償却・引当についての考え方」を踏ま

えた償却・引当を行い、一般貸倒引当金・特定海外債

権引当勘定の繰入もあわせて7,121億円の処理を行い

ました。その結果、金融再生法施行規則に基づく資産査

定の開示ベースで80％を越える保全率（引当＋担保・

保証）を確保しています。

損益の状況

②次に、株式含み損については、その早期解消のため、償

却、売却損をあわせて3,460億円の処理を行い、その結

果、期末時点で1,839億円の株式含み益を確保しました。

以上により、経常損失は5,889億円、当期損失は3,929億

円となりました。なお、当年度から単体決算にも税効果会

計を導入しています。

さらに、財務体質の一層の強化のため、第三者割当増資

による2,169億円の普通株式の発行に加え、「金融機能の

早期健全化のための緊急措置に関する法律」による8,000

億円の優先株式と2,000億円の劣後特約付無担保永久社

債を発行し、自己資本の充実を図りました。

BIS自己資本比率については、上記の自己資本充実策

や効率的アセット運営に努めた結果、11.24％と高い水準

となりました。
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資金運用勘定のうち貸出金の平均残高については、

住宅ローンの増加や海外店の円建貸出からのシフトなどに

より、前年度比2兆702億円の増加となりました。一方で、
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61,862�

392,726�

323,309

増減  �

�

△46,331�
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0.92%�

�

�

26,039�
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有価証券の平均残高は、前年度比756億円の減少となりま

した。

国際業務部門では、貸出金の平均残高が4兆4,214億円

減少したことなど、資産の大幅な圧縮や円高による外貨建

て資産の換算による減少により、前年度比300億円減益の

1,239億円となりました。

●利鞘

資金運用利回りから資金調達利回りを差し引いた資金利

鞘は、海外での低採算資産の大幅な圧縮などにともない、

前年同期比0.13％の改善となりました。

このうち預貸金利鞘については市場金利や短期プライム

レートの低下などによる貸出金利回りの低下を、国内貸出

スプレッドの改善で一部カバーしたこと、海外での低採算

貸出やそれに見合う調達を圧縮したことにより、前年

同期比0.39％改善しました。
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２. 役務取引等利益

役務取引等利益は、前年度比42億円減少し、607億円と

なりました。

国内業務部門では、前年度比ほぼ横ばいの385億円と

なりましたが、国際業務部門では、貸出圧縮にともなう貸出

関連手数料の減少などにより、前年度比37億円減益の222

億円となりました。

３. 特定取引利益

昨年度より、時価会計の導入にともない計上することに

なった特定取引利益は、前年度比5億円減少し、179億円

となりました。国内業務部門では買入金銭債権の利息など

実現益の増加により前年比39億円増加の79億円となった

一方、国際業務部門では、前年度に時価会計の導入に

ともなって評価損益を一括計上したデリバティブズ等の評

価損益が減少したため前年比45億円減少し、100億円と

なりました。

４. その他業務利益

その他の業務利益は、前年度比2億円減少し820億円と

なりました。

国内業務部門では、債券相場の動きを的確にとらえ、

国債等債券関係損益が、前年度比176億円増加したことを

主因に、前年度比207億円増益の751億円となりました。

国際業務部門では、外国為替売買益はほぼ横ばいと

なったものの、国債等債券関係損益が当年度は減少した

ことなどから、前年度比210億円減少し、68億円となりました。

経費は、経営全般にわたる合理化・効率化を強力に進めた

結果、前年度比189億円減少し、3,595億円となりました。

うち人件費は、経営の合理化・生産性の向上により人員

を前年度末比639人削減したことや処遇の見直しによって、

前年度比105億円減少し1,479億円となりました。

物件費は、情報投資等重要案件への投資を継続する

一方、従来以上に徹底した経費削減に努めた結果、前年度比

22億円減少し、1,888億円となりました。

また、租税公課については、有価証券取引税の減少や

地価税の廃止などにより前年度比61億円減少し、227億円

となりました。

�【経費（臨時的経費を除く）の内訳】� （億円）�

人件費�

�　　　うち給与・手当�

物件費�

租税公課�

�経費（臨時的経費を除く）�
（①＋②＋③）�

①�

�

②�

③�

�

平成9年度�

1,585�
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1,911�

288�

3,785

平成10年度�

1,479�

1,250�

1,888�

227�

3,595

増減 
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△102�

△22�

△61�

△189

平成9年度�

2,095�

2,686�

21�

569�

9,807�

689�

3,327�

2,027�

240�

1,223�

2,266�

33�

△3�

－�
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△683�
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【臨時収支等の内訳】� （億円）�

株式等関係損益�

　　株式等売却益�

　　株式等売却損�

　　株式等償却�

不良債権処理額�

　　貸出金償却�

　　個別貸倒引当金繰入�

　　買取機構宛債権売却損�

　　債権売却損失引当金繰入�

　　特定債務者支援引当金繰入�

　　取引先支援損�

　　その他債権売却損�

特定海外債権引当勘定繰入�

投資損失引当金繰入 �

投資信託損失処理�

その他�

臨時収支等計�

平成10年度�

△1,160�

790�

748�

1,202�

5,876�

2,824�

1,452�

340�

909�

173�

56�

119�

105�

167�

－�

△507�

△7,816

増減  �

△3,255�

△1,896�

727�

632�

△3,931�

2,135�

△1,874�

△1,687�

668�

△1,050�

△2,209�

86�

109�

167�

△575�

176�

1,150　（①－②－③－④－⑤＋⑥）�

①�

�

�

�

②�

�

�

�

�

�

�

�

③�

④�

⑤�

⑥�

【その他業務利益内訳】� （億円）�

全店�

　　外国為替売買益�

　　国債等債券関係損益�　　�

増減 �

△2�

△12�

18

国内業務部門�

　　国債等債券関係損益�

�　　�

��

207�

176

国際業務部門�

　　外国為替売買益�

　　国債等債券関係損益�

�　　�

平成9年度�

823�

176�

778�

�

�
��

544�

584�

���

278�

176�

193�

�

平成10年度�

820�

164�

796�

���

751�

761�

���

68�

164�

35

△210�

△12�

△158

臨時収支等は、株式含み損処理と不良債権処理などに

より7,816億円の損失となりました。

経費

臨時収支等・経常利益・当期利益
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�

�

�

負債�

　　預金�

　　譲渡性預金�

　　外部負債�

　　コマーシャル・ペーパー�

　　特定取引負債�

　　外国為替�

　　社債�

　　転換社債�

　　その他負債�

　　貸倒引当金�

　　投資損失引当金�

　　退職給与引当金�

　　債権売却損失引当金�

　　特定債務者支援引当金�

　　特別法上の引当金�

　　再評価に係る繰延税金負債�

　　支払承諾�

　　再評価差額金�

資本�

　　資本金�

　　法定準備金�

　　再評価差額金�

　　剰余金�

�

平成10年度�

463,844�

20,288�

3,297�

4,844�

508�

15,075�

603�

58,377�

297,933�

4,218�

13,911�

5,520�

7,325�

31,939�

440,625�

269,640�

51,591�

43,391�

4,000�

9,320�

1,484�

3,000�

56�

17,928�

4,555�

167�

458�

1,297�

849�

0�

944�

31,939�

－�

23,218�

10,378�

10,245�

1,317�

1,276

【資産・負債の状況】� （億円）�

資産�

　　現金預け金�

　　コールローン�

　　買入手形�

　　買入金銭債権�

　　特定取引資産�

　　金銭の信託�

　　有価証券�

　　貸出金�

　　外国為替�

　　その他資産�

　　動産不動産�

　　繰延税金資産�

　　支払承諾見返�

平成9年度�

510,880�

27,499�

2,355�

300�

298�

22,738�

854�

62,507�

320,305�

5,494�

22,636�

6,730�

－�

39,159�

499,473�

313,167�

31,259�

55,962�

－�

14,585�

1,257�

1,000�

125�

28,881�

8,574�

－�

482�

527�

1,223�

0�

－�

39,159�

3,265�

11,407�

5,290�

5,091�

－�

1,025

増減  �

△47,036�

△7,210�

941�

4,544�

210�

△7,663�

△250�

△4,129�

△22,372�

△1,275�

△8,724�

△1,210�

7,325�

△7,220�

△58,847�

△43,527�

20,332�

△12,571�

4,000�

△5,264�

227�

2,000�

△69�

△10,953�

△4,019�

167�

△23�

769�

△373�

0�

944�

△7,220�

△3,265�

11,810�

5,087�

5,154�

1,317�

251

総資産は、資産の効率的運用の観点から、海外資産、預

け金、有価証券などを圧縮したことに加え、円高による外

貨建て資産の減少などの要因もあり、前年度末比4兆7,036

億円減少して46兆3,844億円となりました。また、当年度よ

り単体決算でも税効果会計を導入しており、これにともな

い繰延税金資産7,325億円（過年度税効果分4,607億円、当

年度税効果分2,717億円）を新たに計上しています。

資産の状況

資産・負債の状況１. 株式等関係損益

株式等関係損益は、前年度比3,255億円悪化し、1,160億

円の損失となりました。これは、株式含み損の早期解消の

ため、保有株式の見直しによる売却損の計上および特別損

失への計上も含めた償却、あわせて3,460億円の処理を行

ったためです。（なお、このうち株式等売却損748億円およ

び株式等償却1,202億円が臨時収支等で計上されています）

当年度の株式含み損処理の結果、期末時点では1,859

億円の株式含み益となりました。

２. 不良債権処理

当行は、資産の健全性維持・向上の観点から、不良債権

問題の早期解決を経営の最優先課題と位置づけ、不良債

権の積極的な処理に取り組んできました。当年度も景気

が低迷する中、将来の損失発生にも十分対応できるよう金

融監督庁の「金融検査マニュアル」、金融再生委員会より

公表された「資本増強に当たっての償却・引当についての

考え方」を踏まえた適正な償却・引当を実施しました。そ

の結果、一般貸倒引当金への繰入1,139億円に加えて、不

良債権処理額を5,876億円計上しました。

処理内容は、貸出金償却2,824億円、個別貸倒引当金繰

入1,452億円、株式会社共同債権買取機構への債権売却

損340億円、特定債務者支援引当金繰入173億円、取引先

支援損56億円、その他債権売却損119億円となっています。

また、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担

保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のあ

る損失に対して債権売却損失引当金の繰入909億円（前年

度比668億円の増加）を行いました。

特定海外債権引当勘定は、カントリーリスクに対する引当

であり、当年度より大蔵省通達の廃止により対象国などを

見直した結果、インドネシア向け債権を対象としたことなど

により105億円の繰入となりました。

（不良債権についての開示詳細はP.62～をご参照ください）

以上の結果、経常損失は5,889億円となりました。特別

損益は、前年度比1,369億円悪化し、754億円の損失となり

ました。これは、引き続き厚生施設・遊休不動産などの見

直しを進めて742億円の動不動産処分益を計上した一方

で、株式含み損の早期解消のため、臨時的に株式の評価

減を実施し、特別損失として1,509億円を計上したことによ

るものです。

また、当年度より単体決算に税効果会計を導入し、これ

にともない法人税等調整額2,717億円を計上しています。

これにより、当期損失は3,929億円となりました。なお

１株当たり当期損失は、130円54銭となりました。



当年度より、土地の「再評価差額金」を「土地の再評価

に関する法律の一部改正」にともない、負債勘定の「再評

価に係る繰延税金負債」と資本勘定の「再評価差額金」に

区分して計上することになりました。

１. 預金

預金は、国内業務部門で増加した一方、国際業務部門

の預金が貸出金の大幅圧縮に伴って減少したことから、前

年度比４兆3,527億円減少し、26兆9,640億円となりました。

譲渡性預金は、前年度比２兆332億円増加し、5兆1,591億

円となりました。

２. 外部負債

外部負債（コールマネー、売渡手形、借用金の合計)は、

前年度比1兆2,571億円減少し、４兆3,391億円となりました。

３. コマーシャル・ペーパー

金融通達廃止により、銀行の資金調達手段として発行が

可能となり、期末残高は4,000億円となりました。

４. 社債

社債は、金融機能早期健全化法に基づく劣後特約付社

債の発行により、前年度比2,000億円増加しています。

５. 貸倒引当金等

貸倒引当金（一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海

外債権引当勘定）、特定債務者支援引当金、債権売却損失

引当金の合計は、前年度末比3,623億円減少し、6,701億円

となりました。これは、将来の損失発生に備えて十分な一

般貸倒引当金の繰入を行うとともに、共同債権買取機構に

売却した不動産担保付債権にかかわる債権売却損失引当

金の繰入れを行った一方で、Ⅳ分類の直接償却や不良債

権の最終処理にともない、個別貸倒引当金を取り崩した

ことによるものです。

１.現金預け金

現金預け金は、国際業務部門において資産の効率的運

用の観点から、預け金による運用を大きく減少させたこと

を主因に、前年度比7,2１0億円減少して2兆288億円となり

ました。

2. 特定取引資産

特定取引資産は、金融派生商品や買入金銭債権が減少

したことに加え、円高による外貨建て資産の換算による減

少といった要因もあり、前年度比7,633億円減少し、1兆

5,075億円となっています。

３. 貸出金

貸出金は、前年度比2兆2,372億円減少し、29兆7,933億

円となりました。これは国内で個人向けの住宅ローン残高

が引き続き増加した一方、資産の効率的運用の観点から

海外店の貸出の圧縮などを行ったことに加え、不良債権

の直接償却を実施したことなどによるものです。

国内店の貸出金を業種別にみると、構成比はサービス

業19.1％、卸売・小売業・飲食店14.9％、製造業13.1％、

不動産業9.0％と、前年度末比不動産業が0.6％減少し、製

造業、サービス業は0.3％、0.5％増加しました。また国内店

貸出に占める中小企業に対する貸出の比率は70.6％とな

りました。これは設備投資の抑制や企業リストラの推進に

より資金需要が低下したことに加え、大企業が資金効率化

の観点から決算期末に向けて、関連会社の借入肩代わり

などを行ったことなどによるものです。
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【貸出金の内訳】� （億円）�

国内店�

　　うち住宅ローン�

　　製造業�

　　卸売・小売業、飲食店�

　　不動産業�

　　サービス業�

中小企業などに対する貸出比率�

�

増減  �

11,396�

1,647�

2,232�

91�

△383�

3,473�

△5.1%

海外店および特別国際金融取引勘定�

　　商工業�

�　　�

��

△33,768�

△26,489

貸出金合計�

平成9年度�

234,420�

52,560�

30,168�

36,562�

22,719�

43,692�

75.7％�
��

85,884�

66,681��

320,305

��

△22,372

��

�

平成10年度�

245,817�

54,207�

32,400�

36,654�

22,335�

47,166�

70.6%
�

52,116�

40,191�

297,933

①�

�

②�

（①＋②）�

（注）国内店：国内営業店の貸出金で、円貨建て貸出金および国内営業店取り扱いの外貨建て�
　　　貸出金を含めています。� 平成9年度�

740�

7,826�

8�

8,574�

1,223�

527�

10,325

【貸倒引当金等の内訳】� （億円）�

一般貸倒引当金�

個別貸倒引当金�

特定海外債権引当勘定�

貸倒引当金計�

特定債務者支援引当金�

債権売却損失引当金�

合計�

平成10年度�

1,852�

2,588�

113�

4,555�

849�

1,297�

6,701

増減  �

1,112�

△5,237�

105�

△4,019�

△ 373�

769�

△3,623

①�

②�

③�

�

④�

⑤�

（①＋②＋③＋④＋⑤）�

（①＋②＋③）�

　　　�

�

負債の状況



BIS自己資本比率規制における自己資本額は、前年度

末比1兆747億円増加し、4兆6,292億円となりました。大幅

な損失計上によって自己資本が減少しましたが、一方で普

通株式による2,169億円の第三者割当増資および公的資

金による合計1兆円（うちTier 1：8,000億円、Tier 2：

2,000億円）の資本調達を実施したことなどにより、自己資

本の増強を図りました。

リスクアセットについては、海外資産の圧縮をはじめとす

る資産の効率的運用を行った一方、安田信託銀行の子会

社化や連結対象会社の拡大により、前年度比3兆4,081億

円増加し41兆1,676億円となりました。

以上の結果、自己資本比率は前年度末比 1.83％向上し、

11.24％と十分な水準を確保しています。

今後も効率的なリスクアセット運営に努めるとともに、内

部留保の積み上げを軸とした自己資本の増強により、十

分なBIS自己資本比率の維持に取り組んでいきます。

資本勘定は、普通株式による2,169億円の第三者割当増

資および公的資金による優先株式8,000億円の資本調達

を実施したことなどにより、前年度末比1兆1,810億円増加

し、2兆3,218億円となりました。

なお、当年度より単体決算でも税効果会計を導入し、こ

れにともない過年度税効果分4,607億円を計上しています。

また、１株当たり純資産額は、前年度比75円28銭増加し、

396円50銭となりました。

１. 配当政策

当行は従来より配当については、銀行業の公共性に鑑

み、健全経営の観点から内部留保の充実に意を用いつつ

長期的な収益動向を勘案し、安定的な配当を行うことを第

一と考えています。しかしながら、当年度は大幅な損失を

計上したことから、財務体質の強化を図るべく、普通株式

の年間配当金については、前年度の配当金に比べ1株に

つき1円50銭減額の7円とし、優先株式の配当金について

は、各種優先株式の発行に関する取締役会決議において

定められた金額のとおりとしました。

当行は、金融機関を取り巻く環境が依然として厳しい中、

引き続き営業基盤の拡充と一層の経営体質強化を図り、

内部留保の充実に意を用いつつ、将来にわたる安定的な

配当の維持に努めていきます。
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平成10年度�

23,218�

396.50�

7.00

【資本勘定】� （億円）�

資本勘定�

１株当たり純資産額（円）�

普通株１株当たり年間配当金（円）�

平成9年度�

11,407�

321.22�

8.50

増減�

11,810�

75.28�

△ 1.50

平成10年度�

11.24�

5.75�

46,292�

23,706�

22,586�

411,676

【自己資本比率】� （億円）

自己資本比率（％）�

TIER1 比率（％）�

自己資本額�

TIER1 �

TIER2（＊） �

リスクアセット�

平成9年度�

��

�

増減 �

1.83�

0.96�

10,747�

5,607�

5,139�

34,081

（*）補完的項目（TIER 2）の自己資本への算入可能額は、基本的項目（TIER 1）と同�
　　 額までとされています。�

9.41

4.79�

�35,545�

18,098�

17,446�

377,595

資本勘定

自己資本比率資本の状況

平成11年11月９日改訂


